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抄 録

本稿は、福祉国家が普遍主義的社会サービスを発達させる政治的条件を探る試みである。

普遍主義的社会政策の発展は政治アクター間での「調整問題」に直面するため、福祉国家

がそれを克服できない限り発展できない。まず、政党内競争の次元では、普遍主義的社会

政策は特定の選挙区・集団への利益誘導には適さないため、陣笠議員達が政党の看板では

なく議員個人への集票を志向する場合、発達しえない。次に、政党間競争の次元では、政

権与党が宗教・民族・言語といった社会的亀裂により分断された社会集団を代表する政党

によって断片化している場合、普遍主義的社会政策は発達しにくい。以上の理由から、本

稿は選挙制度と政党システムが高齢者介護政策を含めた普遍主義的社会サービスの展開に

影響すると主張する。仮説を検証するため、日本、スウェーデン、米国の高齢者介護政策

の歴史的展開を比較した。その結果、高齢化への対応の仕方は、選挙制度が形成するそれ

ぞれの政治制度に特異な形で現れることを明らかにした。
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１．はじめに

福祉国家とは、富者から収奪し貧者に再分配するだけのシステムではない。

それはむしろ、市民がライフコースの中で確率論的に経験する困窮を集合的な

「社会的リスク」として捉え、そうした社会的リスクに対して現金給付や社会

サービスなどで手当てし、それに掛かる費用を何らかの原理にもとづいて市民

から徴収する「保険者」として機能する存在である。しかしながら、何を福祉

国家が対処すべき「社会的リスク」とするのか自体が政治闘争の対象であるう

え、そうしたリスクにどのような手段で対処するのかもまた分配的帰結を伴う

ゆえに政治的に争わざるを得ない。

本稿の課題は、まさにそうした福祉国家の目的と手段を決定づける政治的条

件を探ることにある。具体的にいえば、先進工業諸国の高齢者介護施策を対象

とし、公的介護政策の国家間での多様性の説明を試みる。そもそも、高齢者介

護の領域では、高齢者の「ケアの欠如」を福祉国家が手当てすべき社会的リス

クとしてみなすかどうかの関門があり、社会的リスクと認識された後もその対

処方法はさまざまな政策的選択肢に開かれている。市民権とニーズにもとづい

てケアサービスを福祉国家が市民に直接供給する国もあれば、そうしたサービ

スの受給権を社会的・経済的貧窮者に限定する国もある。また、公的介護サー

ビスに必要な財政資源を租税で賄う国もあれば、ドイツや日本のように新たに

社会保険を設置し社会保険料によって手当てする国もある。脱工業化の下での

人口の高齢化、労働力の女性化、家族関係の変容といった社会変動は先進工業

諸国間で共有されているにもかかわらず、なぜこのような違いが生じているの

であろうか。とりわけ、北欧諸国が市民権とケアニーズにもとづいて介護サー

ビスをすべての市民に提供する普遍主義的ケアモデルを確立し、発達させるこ

とができたのはなぜなのか。これが本稿のリサーチクエッションである。

上記の問題設定に対して、本稿は比較政治制度論の観点から解答を試みる。

普遍主義的社会政策の発展は政治アクター間での「調整問題」に直面するため、

福祉国家がそれを克服できない限り発展できない。まず、政党内競争の次元で

は、普遍主義的社会政策は特定の選挙区・集団への利益誘導には適さないため、

陣笠議員達が政党の看板ではなく議員個人への集票を志向する場合、発達しえ

ない。普遍主義的社会政策を推進する政党全体への支持は議員個人の再選を保



WIAS Discussion Paper No.2011-002

2

障しないからである。次に、政党間競争の次元では、政権与党が宗教・民族・

言語といった社会的亀裂により分断された社会集団を代表する政党によって断

片化している場合、普遍主義的社会政策は発達しにくい。次の選挙で争わねば

ならない連立与党各党は、政権全体への評価となる政策よりも、自己の代表す

る社会集団の利益となる政策を志向するからである。以上の理由から、政党内

競争を規定する選挙制度と、政党間競争を規定する政党システムが、高齢者介

護政策を含めた普遍主義的社会サービスの展開に影響するのである。

以上の仮説を検証するため、本稿はスウェーデン、日本、米国の高齢者介護

政策の歴史的展開を比較検討する。それぞれの国のケースタディでは、まず、

その国の選挙制度の特徴とそれが生み出す政治アクターのインセンティブ構造

を分析する。次に、主に戦後の高齢者ケア政策の確立期を対象として政治過程

の叙述を行う。その意味で、本稿は歴史的制度論で主流の比較歴史分析

(comparative historical analysis)の手法を用いるといえよう2。

次節では、近年の歴史的制度論と合理的選択制度論の理論的接近を踏まえ、

分析枠組みとして「歴史的合理的選択制度論 (historical rational-choice

institutionalism)」を提起し、演繹的な説明モデルを提示する。第三節では、

拘束名簿式比例代表制がもたらす集権的な政党構造と、憲法改正前の特異な二

院制が生み出した社会民主党一党優位制が普遍主義的な利益配分構造を可能に

したという観点から、スウェーデンの公的介護サービスの確立・発展を素描す

る。第四節は、中選挙区・単記非委譲式投票制度が優越政党である自由民主党

とその他の野党との間で非対称的な効果を持ったという観点から、日本におけ

る高齢者向けサービスの間歇的な発展を説明する。第五節は、米国では予備選

つき小選挙区制度の生み出す個人主体の政治競争が普遍主義的社会サービスの

発達を妨げてきたと論じる。最終節では、本研究の理論枠組みが福祉国家論全

体に対して持つインプリケーションを示して全体をまとめる。

２．合理性、歴史、状況依存性：分析枠組みの提示

1980 年代以降の実証政治分析において主流の理論潮流となった「新制度論」

2 ただし、筆者はその博士論文(Hieda 2010, Chap. 2)で同じ研究課題に対して OECD 統

計を用いた多変量回帰分析をも行っている。
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はしばしば「合理的選択制度論」、「社会学的制度論」、および「歴史的制度論」

の三つの学派に分類されるが(cf. Hall and Taylor 1996; Kato 1996; 建林

1999)、こうした学派間の境界線は巷間いわれるほどはっきりとしたものでは

ない。とりわけ、合理的選択制度論と一部の歴史的制度論との間の差異はそも

そもそれほど大きなものとはいえなかったうえ(宮本 2001)、近年、両学派の間

に理論的接近がみられるからである。

例えば、カツネルソンとワインガスト(Katznelson and Weingast 2005)は、

その編著の冒頭論文で、合理的選択制度論と歴史的制度論の両者がお互いに歩

み寄り、アクターの選好形成についてお互いから学ぶことができると主張して

いる。彼らの述べるところでは、合理的選択制度論はアプリオリにアクターの

選好を規定し、演繹的モデルを構築しているようにみえるが、実は学派全体と

しては演繹と帰納との間の不断の往復から実証的にも理論的にも妥当性のある

選好構造を同定しようとしているのである。

具体例を挙げれば、合理的選択制度論の発祥地である米国議会研究では、メ

イヒュー(Mayhew 1974)以来、連邦議会議員は再選を選好すると想定してきた。

しかし、議会研究者はこうした想定が必ずしも空間・時間を越えて普遍的に適

用できるものではないことに自覚的である。例えば、１９世紀の「ボス支配」

の時期は、連邦議会議員を務めることは地域のマシーンへの貢献を意味するも

のであって、必ずしも再選は志向されなかった(Lowi, Ginsberg, and Shepsle

2008, 185)。つまり、再選・昇進・政策という辞書的選好構造は２０世紀の米

国議会制度に内生的なものであって、ある意味、帰納的に導出された想定なの

である。そして、歴史的制度論のマニフェストとも呼べる編著でセーレンとス

タインモはアクターの選好が制度に内生的に形成されるのか、それともモデル

に外生的に与えられるのかを歴史的制度論と合理的選択制度論の決定的な違い

と主張したが(Thelen and Steinmo 1992)、合理的選択制度論側の歩み寄りによ

り、そこに大きな違いはもはや存在しないのである。

一方、一部の歴史的制度論者の側も合理的選択制度論の構成要素を積極的に

取り込んできた。歴史的制度論の古典ともいえるバリントン・ムーア(Moore

1966)やスコッチポール(Skocpol 1979)ではアクターの選好は生産関係内の位

置づけから階級を単位として一意に付与されていたが、合理的選択論の古典で
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あるオルソン(Olson 1971)の「集合行為論」以降、そうしたミクロの基礎付け

のない想定は妥当性をもたない。むしろ、インマーガット(Immergut 1992a,

1992b)やピアソン(Pierson 1994)といったその後の歴史的制度論者は個々のア

クターの効用の最大化という「根源的選好(fundamental preferences)」の仮定

を積極的に摂取し、そうしたミクロの基礎付けの下で、政治制度の配置が異な

るとアクターの戦略がどのように異なるものとなり、分配的帰結にどのような

影響をあたえるのかを明らかにしてきたといえよう。歴史的制度論の側も合理

的選択制度論の理論的明晰性から学んできたのである。

では、合理的選択制度論と歴史的制度論との間にいまも残る理論的差異とは

何であろうか。おそらく、それは合理的選択制度論が「効率性」に焦点を置く

のに対し、歴史的制度論が「権力」を中心に据える理論構成になっている点で

あろう(cf. Immergut 1998)。ときに「経済学的新制度論」(河野 2002)と呼ば

れるように、米国議会研究に起源を持つ合理的選択制度論は、「制度」をアクタ

ーが取引費用を削減するための社会的構築物とみなし、ゲームに参加するプレ

ーヤーの誰もが自分の戦略を変えるインセンティブを持たないナッシュ均衡と

考える傾向にある。そこでは、制度を維持することで「囚人のジレンマ」状況

を避け、ゲームに参加する誰もが利益を得ることができる3。

これに対して、歴史的制度論の理論構成では、多くの場合「制度」は歴史的

偶有性の中で形成され、アクター間の権力の配分にバイアスをかける点が強調

される。すなわち、「制度」はあるアクターの力を増幅し、その他のアクターの

力を矮小化するがゆえに、アクターの主体的力量をコンスタントに置いたとし

ても、分配的帰結に違いをもたらすのである。「財の権威主義的配分」を扱う比

較福祉国家論において、合理的選択制度論ではなく、歴史的制度論が主流であ

った所以であろう(cf. Hacker 2002; Immergut 1992a, 1992b; Pierson 1994;

Steinmo 1993)。

本稿は、なぜある福祉国家は普遍主義的ケア政策を重視し、なぜ他の福祉国

家はそうした社会政策を軽視してきたのかという問いを扱うため、広い意味で

3 ただし、合理的選択制度論学派のなかでも、ナイトやモーの一連の著作など、こうした

制度観に批判的な見方が存在してきたことは見逃されるべきではない(cf. Knight 1992;

Moe 2006)。
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歴史的制度論のアプローチを取る。これは政治制度がアクター間の権力関係を

規定する側面（誰・何を優遇し、誰・何を優遇しないのか）に注目することを

意味する。一方、具体的な制度下でのアクターの選好・戦略を実際のケースか

ら帰納し、それを質的実証分析に適応したのではトートロジーに陥るため、本

稿では目的合理的な政治アクターを想定し、演繹的な説明モデルを構築し、ケ

ーススタディによりモデルの説明力を検証する。ただし、歴史的制度論の系譜

に位置する比較歴史分析では変数間の平均した因果効果を測定するだけでは十

分ではなく、なぜ個々のケースが特異な経路を辿ったのかを決定論的に説明す

ることも求められるため(cf. Steinmo 2008)、実証分析では因果メカニズムの状

況依存性(historical contingency)をも考慮した叙述を行う。以上の点から、本

稿の分析枠組みは「歴史的合理的選択制度論 (historical rational-choice

institutionalism)」とでもいうべきものといえよう。

さて、説明モデル構築の出発点として、本稿は、政治家が再選・昇進・政策

を辞書的順序で選好し、前段の目的が達成されてはじめて次の目的を志向する

と仮定する。すなわち、議員は再選が保障されてはじめて政党や政府内での地

位の上昇を求め、地位を得てはじめて求める政策の追求に従事すると想定する

のである。

次に、こうした選好構造を持つ政治家達がどのような手段でこうした目的を

達成するかは選挙制度と政党システムに規定されるため、普遍主義的ケア政策

の発展可能性も選挙制度と政党システムに枠付けられると主張する。表１は国

家の供給する社会的保護政策(social protection)を負担者と受益者の性質から

分類したものである。ここでは納税者全体が負担し、（確率論的に）国民全体が

利益をえるプログラムを「普遍主義的社会政策」と呼び、国民のなかの一部の

集団が負担をし、その便益をも受け取るプログラムを「職種別社会保険」とし、

特定集団が利益を得るもののその負担は国民全体に及ぶプログラムを「特殊便

益」と分類した。この表から明らかなように、「普遍主義的社会政策」は「集合

行為問題」(cf. Olson 1971)に直面せざるを得ない。なぜならば、個別の利益団

体は、政府のプログラムの便益だけを享受し、その負担を国民全体に分散させ

るか（特殊便益）、あるいはよりリスクの低い集団だけでクリームスキミングす

る（職種別社会保険）ほうが利益を得られるからである。それゆえ、国家がフ
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リーライドやクリームスキミングを妨げない限り普遍主義的社会政策は発展で

きないが、個々の利益集団が政治過程で影響力を行使する限り、そうした国家

の強力な権力行使は期待できない。

表１．社会的保護政策の類型

受益者

一般公衆 特定グループ

負
担

者

一般公衆 普遍主義的社会政策

(保育サービス、高齢者介護サ

ービス、国民健康保健サービ

ス（NHS）、非拠出定額給付年

金など)

特殊便益

(ポークバレル、公共事業、産業

規制、租税控除など)

特定グループ

———

職種別社会保険

(職域年金、職域健康保険、失業

保険、疾病保険など)

出典：筆者作成

では、逆に福祉国家が上述の「集合行為問題」を避けることのできる条件は

何であろうか。まず、政党内競争の次元では、政党執行部が陣笠議員(rank and

files)を統制し、政党執行部の方針に議員行動を沿わせることのできるような高

い政党規律が必要とされよう。仮に単独政権を想定すれば、政党規律が高く政

党が単一のアクターであるかのように行動する場合、政権の説明責任は政党執

行部に集中し、執行部は政権を維持するためには国民全体の利害を考慮した政

策を打たねばならず、個別の利益団体が利益誘導することは難しくなるからで

ある。

こうした政党組織の特徴を決定づけるうえで重要となるのは、個人票

(personal vote) と政党票(party vote)の区別である(cf. Cain, Ferejohn, and

Fiorina 1987; Carey and Shugart 1995; Estévez-Abe 2008)。個人票とは「候

補者への支持のうち、候補者個人の資質や活動、経歴に起因する部分」を指し、
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政党票とは「候補者の政党所属、階級・宗教・民族といった固定的な有権者の

プロファイル、景気動向といった国勢への反応、与党執行部への業績評価など

に基づく候補者への支持」を指す(Cain et al. 1987, 9)。この個人票と政党票は

ゼロサムの関係にあり、個人票の比重が重くなれば政党票の比重は軽くなる。

この個人票の比重の重さは、国家の利益分配方式に重要な帰結をもたらしう

る。もし選挙の結果が主に候補者個人への名声によって決まる場合、政党の選

挙キャンペーンに依存することができなくなり、個々の候補者は自分自身の支

援団体を組織せねばならなくなる。こうした条件の下では、個々の議員にとっ

て、政党の政策にただ従って一般向けの政策を唱えるのは再選に向けた最適な

戦略とはいえない。そうした行動は所属政党の評価を高めるかもしれないが、

個々の候補者には恩恵が向かわないからである。個人票の比重が高い場合は、

むしろ、当該候補者の有権者や支援団体だけに便益をもたらす利益誘導を行う

ことが再選可能性を高めることとなり、最適な戦略となる。逆に候補者の当落

が政党票に依存し、個々の候補者のリソースや業績に依存しない場合、常に政

党執行部の方針に沿うことが最適な戦略となる。後援組織の構築はコストが掛

かるので再選可能性に影響しないならば労力・資金の無駄となるうえ、政党組

織内での昇進という観点からは執行部の意向に沿うほうが合理的だからである。

この個人票と政党票の比重は政党組織に応じて異なり、時系列でも変化しう

るが、この比重を決める最も重要な要因は選挙制度である。例えば、予備選挙

つき小選挙区制度や非拘束名簿式比例代表制といった同一政党内での競争を強

いる選挙制度は個人票の比重を高める。そして、政党の綱領や一般的政策がも

たらす政党票は同一政党内のライバルにも等しく恩恵をもたらすため、選挙で

差別化を図って当選可能性を高めるには個別の支持者への利益誘導が必要とな

る。一方、拘束名簿式比例代表制や、小選挙区制でも政党執行部が候補者を選

定する場合、政党票の比重が大きくなる。こうした選挙制度では、政党への貢

献が再選と昇進の可能性を高めるため、個々の議員は政党執行部の意向に沿う

ように行動することとなり、政党規律が高くなる。つまり、個人票主体の選挙

制度では個々の議員の利益誘導を通じた利益団体の国家へのフリーライドが支

配的となるため、政党票主体の選挙制度が普遍主義的社会政策発展の必要条件

となるのである。



WIAS Discussion Paper No.2011-002

8

次に、政党間競争の次元では、政党システムが反映する「社会的亀裂(social

cleavages)」が重要となる(cf. Lipset and Rokkan 1967)。「社会的ケア」を巡

る政治の先駆的業績であるアルバー(Alber 1995)が主張するように、権力資源

動員論の中心的変数である階級関係だけでは社会サービスの国家間の多様性を

理解することはできない4。リプセットとロッカンによれば、現代西ヨーロッパ

の政党システムは普通選挙権の確立した戦間期に、階級関係のほかに、中央－

周辺関係、国家－教会関係、土地－産業関係の社会的亀裂を反映するかたちで

成立した。こうした社会的亀裂のなかで、普遍主義的ケア政策に対して重要な

含意を持つのは「中央－周辺関係」である。

中央－周辺関係の次元では、政党システムは民族、言語、宗教、地域の線に

沿って分極化し得る。仮に選挙制度がこうした分断線で区切られた集団の勢力

に比例した代表を許すか、小選挙区制の下でもそうした社会集団が地域的に凝

集していれば、政党システムはこうした社会的亀裂に沿って編成される(cf. Cox

1997)。そして、連立与党各党がこうした社会集団を代表するのならば、政権

政党は公共政策を通じた利益分配を各々が代表する民族、言語、宗教を基盤と

した集団に集中させる必要が生じる。こうした社会集団の支持が次の選挙の帰

趨を決するからである。一方、階級関係以外の社会的亀裂が少ないか、選挙制

度が中央－周辺関係の社会的亀裂の政党システムへの変換を妨げる場合、与党

はより幅広い有権者に支持を訴える必要が生まれる。

つまり、政党システムが民族、言語、宗教、地域といった社会的亀裂によっ

て分極化するほど、国家の資源分配は特殊利益志向となるのである。一方、階

級関係以外の社会的亀裂が少ないほど、政党のもつ少数社会集団への利益誘導

のインセンティブは低くなる。とりわけ、単一政党が政権を握る場合、その政

党そのものが議員個人の後援組織や各種利益団体によって断片化していない限

4 権力資源動員論の文献は枚挙に暇がないが、さしあたりオコナーとオルセンが編纂した

アンソロジーを参照されたい(O'Connor and Olsen 1998)。社会的ケア政策の多様性を説

明するに際し、権力資源動員論の抱える最大の問題は、なぜ男性稼ぎ手優位の労働組合運

動の強弱が、主に女性が担ってきたケアワークを「脱家族化(defamilialize)」し、彼女達

を「再商品化(recommodify)」する公的ケアサービスの大小に因果的に結びつくのか、そ

のメカニズムを明らかにしていない点にある。
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り、より幅広い、過半数の有権者に向けて一般的な公共政策でアピールする必

要が生じてくる。

以上の理由から、政党間競争のあり方は普遍主義的社会政策の発展に重要な

含意をもつと考えられる。連立政権が民族・言語・宗教・地域といった社会的

亀裂により分極化している場合、各連立与党にとっては職種別社会保険を拡充

したり、利益誘導型の公共事業を分配したり、特定産業を補助や規制で保護す

ることが最適な戦略となる。有権者全体へ便益をもたらす普遍主義的社会政策

への評価は政権全体を利するかもしれないが、次の選挙でお互いにしのぎを削

る連立与党各党にとっては自らの業績を誇示できる社会的保護策のほうがより

望ましいからである。一方、優越政党が政権で支配的な場合、市民権に基づい

た給付を行う普遍主義的社会政策は好ましい政策的選択肢となる。なぜならば、

こうした政権はさまざまな利益団体の多様な政策選好を内生化して平等な公共

政策を立案せねばならず、有権者全体を等しく利することのできる普遍主義的

社会政策は幅広い支持を得るうえで便利な政策的選択肢だからである。

本稿の主張をまとめると、政党内競争と政党間競争のあり方が普遍主義的社

会政策の発展可能性を決めるということになる。まず、政党内競争の次元では、

選挙制度が政党票中心の競争を促進し、政党規律が高く、議員個人の利益誘導

インセンティブが低いことが条件となる。次に、政党間競争の次元では、連立

与党が民族・言語・宗教・地域といった社会的亀裂によって断片化しておらず、

特定社会集団への利益誘導のインセンティブが低い必要がある。とりわけ、優

越政党が政権を支配しており、幅広い有権者に一般的な社会政策でアピールす

るとき、普遍主義的社会政策が発達する可能性は高まる。各国の高齢者介護政

策が市民権とニーズに基づいた普遍主義的サービスとして発達するか否かは、

このような政治制度的条件に依存すると考えられるのである。

３．スウェーデン：普遍主義的高齢者介護施策の展開

本節は、普遍主義的社会政策の範型ともいえるスウェーデン福祉国家が、ど

のような政治制度的基盤にもとづいて、市民権とニーズに依拠した公的高齢者

向けケア施策を整備していったのかを素描する。
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スウェーデンの政治制度の特徴は、その政治権力が高度に執政府に集中して

いる点にある。議院内閣制をとる国として、議会の信任にもとづいて、国家の

政策形成機能が内閣に集中しているのは当然としても、司法府の独立性も弱い5。

さらに、執政府への権力の集中はこうした「三権の融合」に加え、選挙制度の

特徴によっても促進されてきた。スウェーデン議会(Riksdag)の選挙に用いられ

てきた拘束名簿式比例代表制では、政党執行部はその名簿に登載する候補者を

スクリーニングすることができたうえ、有権者は政党に投票するがゆえ候補者

の個人的な選挙活動が各人の当選可能性に影響しないため、政策を中心とした

政党主体の選挙競争が繰り広げられてきた6。これは政党の陣笠議員たちの再選

および昇進可能性は政党執行部が掌握することを意味し、こうした選挙制度を

背景に執行部は政党規律を維持してきた。つまり、スウェーデンの首相は自ら

の与党に対し強力な統制力を有し、議会で多数派を維持する限り、立法府や司

法府の制約なく政策を推進することができるのである。

また、スウェーデン政治はその社会的亀裂の少なさによっても特徴付けられ

る。スウェーデンの政党システムを構成する社会的亀裂は長い間二つに過ぎず、

左派―右派軸に左翼共産党7、社会民主党、自由党、および保守党が位置づけら

れ、土地－産業軸の「土地側」に農民党に起源を持つ中央党 が位置づけられる

構造であった8。つまり、民族・言語・宗教といった中央－周辺関係では目立っ

た社会的亀裂が存在しないのである(cf. Bergström 1991)。そして、社会的亀裂

の少なさを背景に、同質的な労働者階級を糾合した社会民主党が支配的な地位

を占める政党システムが形成されてきたというわけである。

5 スウェーデンにも、一応、「立法諮問委(Council on Legislation)」と呼ばれる政府が重

要法案の審査を依頼する裁判所が存在するが、執政府はその決定に従う義務を負わない

(Larsson and Bäck 2008, 203)。
6 ただし、1998 年以降、政党への投票に加え政党リスト上の候補者への選好投票も認め

られるようになっている。しかし、2006 年の総選挙では 22 パーセントの有権者しか選好

投票をおこなっておらず、スウェーデン政治の仕組み全体を変えるまでには至っていない

(Larsson and Bäck 2008, 149-51)。
7 現・左翼党(Vänsterpartiet)。
8 ただし、キッチェルトのいう「リバタリアン－権威主義」軸の存在が顕著になった 1980

年代後半以降、スウェーデンでも緑の党とポピュリスト権威主義政党が政党配置に加わっ

ている(cf. Kitschelt 1994)。
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さらに、その特異な二院制もスウェーデン社会民主党の一党優越政党制の確

立（と崩壊）に貢献した(Immergut 1992a, 2002; Steinmo 1993)。社会民主党

は、1936 年以来、40 年間政権を維持したが、戦後では中央党と連立を組んだ

1951-57 年、および単独過半数を維持した 1969-70 年の時期を除いて、首相を

選任する第二院で過半数を占めなかった。それでも政権を維持できた理由は、

もちろん左翼民主党の暗黙の支持を得ることができたのも大きかったが、第一

院が社会民主党政権の「安定装置」として機能したからであった。というのも、

第一院の選挙制度は選挙権の所得制限が取り除かれたあとも間接選挙の形式を

維持し、八分の一ずつの議席が郡(Landsting)議会の議員によって毎年入れ替え

られる仕組みであった。そのため、総選挙における得票サイクルの変動が均さ

れ、実際、社会民主党は 1941 年から 1970 年まで第一院で多数を占めることが

できたのである。しかも、スウェーデン憲法では、第一院と第二院で法案の議

決が食い違う場合、全ての予算関連法案を含んだ多くの事案で「両院投票」に

よって採否が決められるため9、第一院での多数は社会民主党少数政権に政治的

レヴァレッジを与えたのである10。これが第一院を廃止した 1970 年の憲法改正

以降、スウェーデン政党政治が社会民主党一党優越制から左右の二大ブロック

制へ移行した理由の一つであった(cf. Immergut 2002)。

さて、選挙制度や特異な二院制に支えられ、社会民主党という集権的な優越

政党が長期政権を持続した政治的文脈は、スウェーデンの高齢者介護サービス

の発展にどのような影響を与えたのであろうか。スウェーデンの高齢者向け施

策も、２０世紀初頭においては他の西欧諸国と同様、救貧院が他の貧窮者と一

緒に貧窮要介護高齢者に対処するものであった点は指摘しておくべきであろう。

救貧院とは区別された「老人ホーム(ålderdomshem)」が整備されたり、1918

年に救貧法が改正され、地方自治体に「老人ホーム」の建設が義務付けられた

りしたものの、1930 年代までの高齢者介護施策は救貧施策の一環であったので

ある(cf. Edebalk and Lindgren 1994, 136-7; Trydegård 2000b, 575-9)。

9 第一院と第二院の両院をあたかも一つの議会として多数決を取る議決(Särlvik 2002,

250)。
10 実際、1941 年から第一院が廃止された 1970 年まで、社会民主党単独あるいは左翼共

産党との合同で「両院投票」での多数を制していた(Särlvik 2002, 250)。
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高齢者介護施策の「普遍化」が図られはじめたのは、社会民主党が政権を掌

握した 1930 年代後半に入ってからであった。当時の社会省大臣、グスタフ・

メラーは、1937 年に社会給付委員会(Socialvårdskommittén)を設置し、高齢

者向け社会プログラムは、受給者の経済状態ではなく、健康状態とケアのニー

ズにもとづいて給付されるべきである旨を提起した。そして、その委員会の答

申を反映した高齢者向け施策指針が 1947 年に議会で採択されたのである

(Proposition 1947:243)。その指針は、「老人ホーム」を救貧法体系から切り離

し、食事付き居住施設に改めること、そして、新たな「老人ホーム」では、経

済条件にかかわらず、ケアを必要とする高齢者に当時の「年金者住宅

(pensionärshem)」11と同じ水準の生活を保障することを求めていた。こうした

「普遍化」の帰結として、指針は将来的に高齢者人口の 10 パーセントほどが

新たな「老人ホーム」に居住するものと予測していた。

ただ、現実問題として「老人ホーム」を高齢者向け居住施設に改めるには、

多くの課題が存在していた。というのも、当時の「老人ホーム」は傷病者や障

害者の事実上の介護施設として機能していたため、救貧法体系と切り離すには

そうした収容者の行き先を整備する必要があったからである。それゆえ、社会

民主党政府は、1951 年、郡(landsting)に「ナーシングホーム(sjukhem)」を整

備する法令上の義務付けを行い、身体介護の必要な高齢者の受け皿づくりを進

めた。社会民主党政府としては、「老人ホーム」の機能は居住機能に限定する一

方、その利用者の範囲は貧窮高齢者を超えて大幅に拡大することを意図してい

たのである(Brodin 2005, 60-2; Edebalk and Lindgren 1994, 137-8)。

しかし、皮肉なことに、戦後復興ブームで加熱する国内民間需要のために新

たな「老人ホーム」の建設が進まないなか、高齢者ケアの「脱施設化」の波が

はやくもスウェーデンに生じたのであった。ジャーナリストであるロー=ヨハ

ンソンが「老人ホームが高齢者の尊厳を奪っている」と告発したメディア・キ

ャンペーンはそのきっかけを作ったものである。彼のスローガンである「ケア

11 「年金者住宅(pensionärshem)」とは高齢者向け食事付き居住施設の一形態を指す。

1930 年代当時、老齢年金が開始されたとはいえ多くの高齢者は劣悪な住居に居住してい

たため、多くの都市自治体はこうした住宅問題を解消する目的で低額の家賃で居住できる

施設の整備を始めていた。1939 年には、スウェーデン議会もこうした「年金者住宅」に補

助を与える決議をしている(cf. Brodin 2005, 59-60; Edebalk and Lindgren 1994, 137)。
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施設ではなく、家庭でケアを(hemvård i stället för vårdhem)」は共感を呼び、

国民の間に施設介護への反感を生み出したのである(Brodin 2005, 64-5;

Edebalk and Lindgren 1994, 138-9; Trydegård 2000a, 582-3)。

「老人ホーム」や「ナーシングホーム」といった介護施設の量的不足、およ

び施設介護への反感のなか、スウェーデンの高齢者介護施策を特徴付けるホー

ムヘルプサービスの拡充が始まることとなる。これは 1950 年にウプサラの赤

十字が開始したもので、1951 年にはストックホルムで女性協同組合もそうした

サービスを開始する。ホームヘルプサービスは、労働者階級のみならず、中産

階級ならびに上流階級の間でも好評であったため、地方自治体は共助組織がは

じめたサービスを自治体の業務として積極的に引き受け、またたく間に普及し

たのであった。地方自体が積極的に乗り出したのは、介護施設に向かう需要の

一部をホームヘルプに向かわせることで施設整備を遅らせることができること、

そして、サービスの担い手は半分ボランティアの主婦層であったため、加熱す

る労働市場に干渉することなく低賃金でサービスを拡大することができるとい

うメリットがあったからであった(Brodin 2005, 51; Edebalk and Lindgren

1994, 139)。

社民党政権もこうした在宅介護拡大の後押しをしてゆくこととなる。社会省

は、1952 年に「高齢者介護委員会(Åldringsvårdsutredning)」を設置して 1947

年に採択された高齢者施策指針を見直し、1956 年に刊行した報告書で、高齢者

ができる限り通常の生活環境で暮らせるように努めるべきであり、ホームヘル

プサービスがスウェーデンの高齢者介護システムの重要な部分を構成するべき

ことを求めていた(SOU 1956:1)。

高齢者介護サービスの整備は地方自治体の管轄ではあったが、1960 年代およ

び 70 年代、社民党政権の補助金政策により高齢者向けサービスの急速な拡大

が観察された。社会省が設置した「社会政策委員会(Socialpolitiska

kommittén)」は、一連の報告書のなかで、高齢者介護サービスの拡充と地域間

格差の平準化を求め、スウェーデン議会も 1964 年に社会委員会の提言の多く

を承認した(Proposition 1964:85)。社民党政府は決議を根拠に、ホームヘルプ

サービスの人件費の 35 パーセントを補助する自治体(commune)向けひも付き

補助金の設置、ならびに郡(landsting)向けにナーシングホームのベッド数を拡
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大するための資金貸与を導入するなど公的サービス拡大に向けた支援策を拡充

した。また、このころスウェーデン政府は、在宅介護の前提となる居住環境の

整備のため、高齢者や障害者の住環境改善のための補助金も導入している。同

時に、こうした在宅介護拡充施策に合わせて、「老人ホーム」建設の補助金を廃

止している(Brodin 2005, 77-8; Edebalk and Lindgren 1994, 139-40)。

こうした補助金政策の結果、ホームヘルプサービスの受給者とナーシングホ

ームのベッド数は 1980 年頃まで増加し、「老人ホーム」の入居者数は 1970 年

頃から漸減していったのであった(Szebehely 1999, 52, 2005, 89)。ここに、一

定程度の要介護状態まで在宅で支援を受け、重度の要介護状態になればナーシ

ングホームで医療サービスおよび身体介護を受けるというスウェーデンの高齢

者介護モデルが完成したのであった。

さて、ここまで叙述してきたスウェーデンにおける高齢者介護サービスの発

展史は、本節の冒頭で述べた政治制度的条件の観点からどのように解釈するこ

とができるだろうか。1930 年代に長期政権を開始したスウェーデン社会民主党

は、包括的福祉国家（いわゆる「国民の家(Folkhemmet)」(cf. 木下 1998)）建

設の一環として、所得調査に拠らない「老人ホーム」利用の普遍化を提起して

いる。当時ですでに有権者の５０パーセント近い支持を得ていた社会民主党と

しては、国民の大多数を包摂する社会政策は当然の選択であったであろう。そ

して、「老人ホーム」への国民の間の反感が明らかとなり、ホームヘルプサービ

スの人気が判明した後、社民党政権は国民の歓心を買うために素早くその政策

的力点を「老人ホーム」の整備からホームヘルプサービスとナーシングホーム

の拡張に移している。もちろん、高齢者向けケアサービスの供給は地方自治体

（市と郡）の管轄であったが、社民党政権は補助金政策でしっかりと自治体の

施策をコントロールしていた。政権を維持するための利益分配にはさまざまな

方策がありえたが、普遍主義的介護施策は一般的公共政策で大多数の国民にア

ピールするインセンティブを形成するスウェーデンの政治制度との噛み合わせ

が良かったのである。

４．日本：利益誘導型政治の下での介護保険制度の成立
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本節は、戦後の自由民主党の一党支配（いわゆる「55 年体制」）の下、恩顧

主義的な利益誘導政治が展開されていた日本で、高齢者の要介護状態を「社会

的リスク」ととらえ、その「保険事故」に現物サービス供給で応じる社会保険

制度の成立がどのようにして可能になったのか検討する。

戦後日本の福祉政治を考える上で最も重要な政治制度的文脈は、いわゆる「中

選挙区制」と呼ばれる特異な選挙制度である。この選挙制度は、３人から５人

の選挙区定数の下で候補者達が競い合い、有権者は単記非委譲式投票(Single

Non-Transferrable Vote: SNTV)で当選者を決める制度である。この制度の「分

配の政治」に与えるインプリケーションとして重要なのは、55 年体制下で優越

政党であった自民党の議員たちに個人票主体の選挙競争を強いた点である。と

いうのも、自民党が国会で単独で過半数を占めようとすると各選挙区に複数の

候補を擁立せざるを得ず、中選挙区制度は個人名への投票であり、しかも同一

政党内での票の移行も行われない制度であったため、えてして同じ選挙区内の

他の自民党議員が当落を決める最大のライバルとなったからである。そのため、

政党の綱領や政策に則った選挙運動では自民党内の他の候補者と差別化できず、

選挙は政党ではなく個人の業績を誇示して競争する場となった。これが政党に

頼れない選挙運動を支援する組織として派閥を発達させ、自民党政権をあたか

も自民党派閥間の「連立政権」かのように見せた理由であった(cf. Ramseyer

and Rosenbluth 1993)。

個人票主体で「同士討ち」を促進する選挙制度が自民党組織にもたらした帰

結は、票の「地域割り」と「セクター割り」による議員の専門分化であった(建

林 2004)。中選挙区制度の下では、自民党支持層の票が特定の議員に集中する

と同じ選挙区内の他の自民党議員は落選の憂き目に遭うため、全体として過半

数を占められるように各選挙区で票を分割することが課題となる(cf. Cox

1997)。そこで自民党議員達が自生的にとった解決策が上述の「地域割り」と

「セクター割り」である。「地域割り」では、自民党議員たちは各自の「地盤」

を選挙区内に定め、そこに公共事業などを通して業績誇示することで各自の当

選に必要な票を確保した。一方、「セクター割り」では、自民党議員は商工業や

農林業などの政策領域に特化して利益誘導を行うことで、いわば選挙区を職能

ごとに水平に分割し、当選に必要な票を確保した。こうした「票割り」を行う
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ため、自民党議員たちは国会の委員会や中央省庁官制に対応して党内に設置さ

れた政策調査会部会を基盤に各種政策領域で「族議員」と化し、公共事業、産

業規制、租税特別措置といった特殊便益の誘導に従事し、普遍主義的社会政策

を展開する制度的インセンティブを持たなかったのである(Estévez-Abe 2008)。

ただし、55 年体制下の支配政党と野党との間で中選挙区制度は異なる効果を

持った点は認識しておく必要がある。上述の通り、中選挙区制度が個人票主体

の選挙競争をもたらすのは、政権政党が過半数を得るために複数の候補者を同

一選挙区に擁立し、同一政党内で競争させるからであった。これは政党中心の

選挙運動を難しくし、個人票獲得のための利益誘導を強める。一方、当時の野

党は同一選挙区に複数の候補を擁立するだけの勢力を持たず、選挙では政党の

支持組織を基盤に選挙を戦っていた。政権に参加できなかったがゆえに、個人

の後援組織を養うだけの資源も持たなかった。それゆえ、政党票主体の、政党

の綱領と一般的政策を中心とした（時にイデオロギー的な）選挙競争に従事し

ていた。つまり、中選挙区制度は、政権政党の側に特殊便益誘導型の競争と、

野党側に政党の綱領・政策中心の競争を生むという「非対称的効果」を持って

いたのである。この選挙制度上の特徴が日本の戦後福祉政治にダイナミズムを

もたらすこととなる。

さて、日本の高齢者介護政策も、他国同様、低所得層に限定された選別主義

的社会政策として展開されてきた。米軍占領期以後、社会サービス供給の原理

として成立した「措置制度」の下(cf. 北場 2005)、行政が所得・資産や家族関

係といった環境条件から介護サービスの必要性を判断し、身体的にも経済的に

も脆弱な高齢者を主に社会福祉法人の運営する養護施設へ「措置」し、かかる

費用を支弁してきたのである。介護費用の徴収は応能負担とされ、本人および

家族の収入が一定程度以上あると高額な利用料が課されたため、中・高所得高

齢者は公的サービスの利用から事実上排除されていた。

1970 年代、高齢者向け介護サービスの拡大は医療政策の拡充としてやって来

る。「老人医療費無料化」がそれである。ただし、この政策は自民党政権の政策

選好を反映したものではなかった。1960 年に岩手県沢内村にて幼児および高齢

者の医療費無料化として始まった地方自治体の取り組みは、革新自治体の波の

中で広がりをみせ、1969 年には社会党と共産党の支援を受ける美濃部都政が国
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民健康保険の自己負担分の補助を開始する。そして、1972 年には 44 都道府県

で何らかの形の医療費免除施策が高齢者向けに行われるに至る。自民党政権が

「老人医療費無料化」を国政レベルで開始するのは、与野党伯仲状況と、人口

の過半がすでに享受していたこの施策の人気ゆえであった(cf. Campbell 1992,

122-32)。

この「老人医療費無料化」施策は確かに高齢者の医療サービス利用の拡大に

貢献したが、同時に、医療機関の出来高払いの仕組みはそのままであったため、

医療システムに膨大な非効率を生み出すこととなった。無料化施策は、高齢者

のみならず、医療機関の側にも予算制約なくサービス供給して利益を上げるイ

ンセンティブをもたらし、その結果、「雨後の竹の子のように」(大熊 2010, 21)

老人病院が設立されたのである。介護施設・サービスの供給不足、人口の高齢

化、核家族化といった社会条件の下、要介護高齢者を精神病院や老人病院とい

った医療施設が介護する、いわゆる「社会的入院」が始まる。中・高所得層も

利用できる、ある意味「普遍主義的」な介護サービスが、急性疾患治療施設で

長期介護を受けるという齟齬と、医療機関側の過剰サービス供給インセンティ

ブによる医療保険財政の圧迫という非効率を抱えながら、ここに成立したので

ある。

自民党一党支配の爛熟期であった 1980 年代は、第二臨調の「増税なき財政

再建」の旗印の下、老人保健法の制定・改正や基礎年金の導入など、さまざま

な社会保障改革が試みられた時代であった。ただ、「日本型福祉社会論」(自由

民主党 1979)が家族によるケア問題の解決を推奨した政策潮流の下、高齢者介

護施策において目立った制度的拡張はこの時期にはなかった。むしろ、厚生官

僚は「行政改革」の流れのなか、「社会的入院」や国民健康保険の窮乏で不均衡

を抱えた医療保険制度の合理化に乗り出している(吉原・和田 1999, 289-351)。

しかし、自民党の族議員に深く喰い込んだ日本医師会の影響力の下、そうした

厚生官僚の合理化策の効果は限定されたものであった(cf. Campbell 1992,

288-308)。

高齢者向け介護施策が政策的に注目を浴び、急速に発展しだすのは、消費税

の導入がきっかけであった。大平内閣と中曽根内閣では挫折せざるを得なかっ

た大型間接税であったが、竹下内閣は「高齢化社会の安定財源」として再びそ
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の導入を試みる。しかし、大型間接税導入への国民の反発は厳しく、立法化は

難航を極めた。間接税導入と高齢化対策を結びつける必要に迫られた自民党は、

要介護高齢者への新しい施策を求めた民社党と公明党の要望に応じ、在宅介護

事業を今後三年間で緊急に整備することとし、それまでのつなぎ措置として低

所得高齢者に臨時福祉特別給付金を支給することを約束した(増田 2003)。こう

した自公民路線下での野党工作も功を奏し、竹下内閣はなんとか消費税の導入

にこぎつけたのであった。

民社党と公明党への約束が「空証文」とならなかったのは、参議院過半数割

れにより自民党一党支配が真の危機に直面したからであった。竹下首相がリク

ルート事件の責任を取って辞任した後、消費税の不人気、後を継いだ宇野首相

の女性スキャンダルもあり、1989 年の参議院選で自民党は獲得議席３６議席と

大敗する。翌年に控えた衆議院選に危機感を抱いた自民党は消費税の導入が社

会福祉の拡充に実際に貢献することを示すよう厚生省に具体策を求めた。政権

党の要望を受け厚生省が作成したのが「高齢者保健福祉推進十カ年戦略」、いわ

ゆる「ゴールドプラン」である。この介護施設・サービス大幅拡充案は額面通

り受け入れられたうえ、自民党執行部は平成二年度予算案では厚生省の要望以

上に高齢者福祉へ予算を配分したのである(Campbell 1992, 245-6)。

消費税問題をきっかけに高齢者介護が政府の重要課題として設定された流れ

に乗り、厚生省は介護サービスの拡大およびその利用の中間層への拡大を推進

していく。厚生省は全地方自治体に老人保健福祉計画の作成を義務づけゴール

ドプランの執行を進めていくが、その背後では省内部に老人保健福祉部長を長

とした「高齢者トータルプラン研究会」を組織し、既存の措置制度の限界を乗

り越えて介護サービスの普遍化を図る政策案の検討を進めていた。そこで考え

られていたのは、高齢期の要介護状態をリスクとみなし、選別的な老人福祉と

「社会的入院」を抱える老人医療を何らかの社会保険で統合する政策案であっ

た(厚生省老人保健福祉部 1993)。

1993 年夏に成立した細川・非自民八党派連立内閣の唐突の「国民福祉税」提

案が国民の不興を買うと、高齢者介護は再び間接税増税の正当化策として提示

される。社会福祉サービスの拡大を通じて社会保障費にしめる医療費の割合の

抑制を唱えた厚生省「高齢社会福祉ビジョン懇談会」の報告書が注目を集めた
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のもそうした事情ゆえであった(厚生省大臣官房政策課 1994)。これを奇貨とし

た厚生省は、省内の高齢者介護問題プロジェクトチームを事務次官を長とした

専任職員つきの高齢者介護対策本部に格上げし、「あらたな高齢者介護システ

ム」の立法化を図ってゆく。

細川内閣での「国民福祉税構想」の挫折と、村山・三党（自民・社会・さき

がけ）連立内閣での消費増税・所得減税一体処理の結果、間接税増収による新

介護システム創設の無理を悟った厚生省は、介護のための新たな社会保険制度

の構築に政策目標を据えることとなった(増田 2003, 38-9)。厚生省案をオーソ

ライズする「高齢者介護自立支援システム研究会」やメディアを通じて、厚生

省は新たな社会保険制度の必要性を周知し、総理府社会保障制度審議会の思わ

ぬ支援もあり、政府内部で介護保険制度の創設が既定路線となっていく12。

利害調整の場となった老人保健福祉審議会では、既存の老人福祉・保健・医

療施策に利害を持ち、且つ自民党の社労族に影響力を持つ健康保険組合連合会、

医師会、看護師会、全国社会福祉協議会・老人施設協議会などのつばぜり合い

により具体案のレベルでは紛糾したほか、公的介護保険の保険者を引き受ける

とされた市町村の代表が赤字続きの国民健康保険の経験から徹底的に反対にま

わったため、法案をまとめる過程は混迷を極めた。しかし、厚生省は自治労・

連合からの公的高齢者介護保険案への賛同を確保していたため、そうした労働

組合の支援を受ける社会党議員とさきがけ議員の後押しもあり、何とか法案の

国会提出までこぎつける(和田 2007, 74-5)。法案審議は公的介護システム創設

を推進してきた厚生事務次官や審議官の収賄事件などで紛糾するが、国会に法

案提出後ほぼ一年となる 1997年12月に公的介護保険関連三法案は国会を通過

したのであった。

さて、自民党議員による恩顧主義的利益誘導政治が支配的であった日本で介

護保険制度の創設が可能であった理由は何であろうか。まず指摘されるべきは、

戦後の日本において社会福祉サービスの制度的な拡大がみられたのは 1970 年

12 社会保障制度審議会の介護保険案は厚生省の検討プロセスとは別系統のものであった。

そのため、高齢者介護対策本部事務局員は報告が厚生省案を制約するものとなることを心

配したが、その案が抽象的な表現に終始していたことに安堵したという。元・厚生省高齢

者介護対策本部事務局、上智大学教授・増田雅暢氏へのインタビュー（2008 年 7 月 25

日）。
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代中葉の「福祉元年」の時期と、1980 年代末の消費税導入以降の時期であり、

自民党支配が危機に直面し、55 年体制下の野党が政策過程に影響力を発揮した

時期であったことである。社会党、共産党、民社党、公明党といった野党は、

支持を受ける階層は異なるものの、都市住民を票田とし、特殊便益ではなく一

般的政策でそうした有権者にアピールするインセンティブをもっていた13。消

費税導入に際して公明党や民社党が高齢者介護問題をアジェンダに設定したこ

とにこうしたインセンティブ構造は現れている。

また、消費増税により開いた「機会の窓」を、福祉・保健・医療に分立し非

効率・不平等を抱えていた高齢者介護サービスの合理化・近代化・普遍化に資

するよう利用したのは厚生官僚であったが、公的介護保険制度の創設を連立内

閣で推進したのは社会党とさきがけであり、「保・保連合」派14との路線対立の

なかで自社さ派を貫いた自民党議員たちであった。日本の能動的官僚機構が公

的介護保険創設の最も重要な推進機構であったが、国会という「主人」に仕え

る「エージェント」であるがゆえ、実現した政策案は連立与党議員の政策選好

の分布に枠付けられていた。その意味で、自民党議員とは異なる選好を持つ非

自民政党の政策過程への参入が重要であったのである。

５．アメリカ：個人主義的競争の政策的帰結15

本節は、「普遍主義的ケア政策」とは到底呼べない米国型医療・介護施策を取

り上げ、普遍主義的社会政策の発達を妨げる政治制度的要因を探る。

本節の政治制度分析の主眼は米国連邦議会の選挙制度に置かれる。予備選付

き小選挙区制度が形成する連邦議会議員間の極めて個人主義的な競争は、彼ら

に選挙区や支持者への利益誘導を志向させるため、上院・下院議員からは高齢

13 公明党は創価学会員を基盤とした政党であり、その意味で中央–周辺関係の宗教的亀裂

の軸に置かれる政党といえる。しかし、創価学会員は地域的に集住しているとはいえず、

創価学会員への利益誘導は都市低・中所得層住民にアピールする一般的政策の形を取らざ

るを得ない。
14 第一次橋本政権下、自民党には梶原静六官房長官など新進党との連携を目指す「保・保

連合」派と、加藤紘一幹事長や山崎拓政調会長など自社さの枠組み維持を図る「自社さ」

派があった。
15 本節の叙述は稗田(2010)にその多くを負っている。また、アメリカ高齢者介護システ

ムの詳細、および政策展開のより詳しい記述については Hieda (2010, Chap. 5)を参照さ

れたい。
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者介護プログラムのような普遍主義的福祉政策を拡大する政策案はアジェンダ

として提起されにくく、成案となりづらい。彼らは典型的な「集合行為問題」

に直面しているからである。いいかえると、仮に普遍主義的福祉プログラムが

それを推進した政党全体に便益をもたらすとしても、個々の議員は政党の看板

に「ただ乗り」（フリーライド）できるため、政党規律の極めて弱いアメリカの

政党組織では個々の上院・下院議員が公的介護施策を推進するインセンティブ

を持ちづらいのである。

しかも、仮に有権者全体に応答責任を持つ大統領や官僚機構が普遍主義的福

祉政策を提起しても、連邦議会の分権的な委員会制度の下では福祉政策や高齢

者医療を管掌する委員会が議案の生殺与奪権を握るため、新たなプログラムが

既得権を侵害する限り、それが本会議で採択されることはあり得ない16。既存

の政策に利害を持つ関係者は、当該政策領域を管轄する委員会の有力議員に票

と資金を提供することで彼らの既得権を侵す議案を容易に止めることができる

からである。上記の理由から、中間層を対象とした所得調査の無い形での普遍

主義的高齢者介護プログラムはそもそも米国連邦議会のアジェンダに乗りにく

く、しかも現状維持バイアスを持つ委員会制度の下では、利害関係者のほとん

どを納得させない限り、議会を通過することは難しい。

では、こうした政治制度分析がどれだけの妥当性を持つか検証するため、米

国の高齢者向けケア政策の展開を振り返ってみたい。米国でも 20 世紀初頭ま

では、高齢貧窮者も他の困窮者と一緒に地方自治体の運営する劣悪な環境の救

貧施設に収容されるのが常であった。ルーズベルト政権期の「社会保障法」の

成立は老齢生活扶助（Old Age Assistance: OAA)を生みだしたが、所得調査つ

きの現金給付である OAA は救貧施設の状況改善には向わなかった。というの

も、そうした救貧施設の状況はあまりにお粗末であったため、社会保障法は州

政府がＯＡＡを自治体運営のいかなる救貧施設の高齢収容者に支払うことをも

禁じたからである。その結果、ケアを欠き自宅に留まれない要介護高齢者は私

設ホームに向かい、営利目的の老人ホームが公的救貧施設を徐々に駆逐するこ

16 自律的で分権的な委員会制度も年功的な委員長配分も、予備選つき小選挙区制度がも

たらす個人主義的競争の内生変数である(cf. Epstein, Brady, Kawato, and O'Halloran

1997; Shepsle and Weingast 1987)。
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ととなったのである (Vladeck 1980, 33-9)。

さて、第二次世界大戦後、トルーマン大統領の国民健康保険制度案は米国医

師会(AMA)の反対などにより連邦議会の委員会すら通過することはなかった

が、施設へ OAA の給付を禁じた条項を修正する社会保障法の改正案は 1950

年に議会を通過した。この改正により、ナーシングホーム17を含めた医療施設

は公的扶助受給者への医療サービスに掛かる費用を公的資金から償還払いでき

るようになったのである(Smith and Moore 2008, 30-5; Vladeck 1980, 40)。こ

の公的扶助受給者へのオープン・エンドな形での医療機関への償還払いという

仕組みは、後に成立するメディケイドのスキームを先取りするものであった。

トルーマン大統領の健康保険制度案の挫折の後も、公的健康保険制度案は連

邦議会に幾度となく浮上しては消えていった。なぜ公的健康保険法案が本会議

場まで辿りつくことがなかったのかといえば、下院歳入委員会を掌握するウィ

ルバー・ミルズ委員長が、社会保障信託基金を用いたいかなる健康保険制度案

にも財政保守派として反対していたからであった。民主党首脳部は、1960 年の

大統領選を控え、民主党と共和党との間での政策的違いを鮮明にする狙いから、

ミルズ委員長に法案を下院歳入委員会で通過させることを求めたが、ミルズは

その求めに応じなかった。

しかしながら、民主党執行部の驚くところとなるように、ミルズは秘密裏に

準備した彼自身の法案を下院歳入委員会で通過させ、下院にて大差で成立させ

たのである。上院ではオクラホマ州選出の民主党カー上院議員が同様の法案を

９１対２の大差で成立させ、両院協議会にて幾分修正を加えた法案が 1960 年

に成立したのである(Smith and Moore 2008, 38)。

この法案は成立に尽力した二人の議員の名前をとって「カー＝ミルズ法」と

呼ばれるが、これはそれまで議論されてきた社会保障信託基金を用いて年金受

給者に公的健康保険制度を整備する医療保険制度案とは全く異なるものであっ

た。そして、この法案は米国のその後の高齢者介護制度に重要な影響を残した

のである。カー＝ミルズ法の特徴は、「高齢者向け医療扶助（Medical Assistance

17 米国における高齢者および障碍者向け長期介護施設の一般的呼称であり、ケア付き住

宅(assisted living)などに比べ介護の必要性の高い人を対象とする。メディケアやメディ

ケイドの償還払いを受けるには認証が必要となる。
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for the Aged: MAA）」と呼ばれる仕組みを確立したことにある。MAA は、州

政府が「医療困窮者(medically needy)」の医療費に見合う分の連邦政府補助金

を受け取ることを認める制度である。この「医療困窮者」という区分は、生活

扶助の受給権を有するほどの貧困者ではないが、医療費を賄うだけの所得や資

産をもたない高齢者を指す(Congressional Research Service 1972, 36)。この

カテゴリーの成立の結果、ナーシングホーム収容者がその資産を介護費用に使

い尽くし、結果として医療扶助の受給資格を得て、MAA がその後のナーシン

グホーム費用を給付上限のない形で賄うという仕組みが出来上がったのである。

カー＝ミルズ法は、医療扶助受給者にその資産を使い尽くすことを求め、そ

の後は公的扶助がオープンエンドな形で要介護者の費用負担をするという米国

高齢者介護制度の特徴を初めて生み出した法案であった。実際には、メディケ

イドが成立するまでこの仕組みが高齢者介護に十全に用いられることはなかっ

たが、カー＝ミルズ法はメディケイドの雛形となった法案であった。

米国における戦後最大の社会立法は、高齢者向け医療保険であるメディケア

と低所得層向け医療扶助であるメディケイドを成立させた 1965 年の社会保障

法改正である。大統領選の公約に高齢者向け医療保険を含めていたケネディ政

権も、上下両院での民主党優位を背景に、病院やナーシングホームの滞在費用

を賄う新たな高齢者向け医療保険法案を提示したが（キング＝アンダーソン法

案）、米国医師会の反発を恐れる下院歳入委員会の南部民主党議員の抵抗から法

案が日の目を見ることはなかった(Marmor 2000, 30-41)。ケネディ暗殺後は、

民主党上院議員らが下院で既に通過した社会保障法改正案に医療保険法案を付

加する形で下院歳入委員会のバイパスを図ったが、医療保障制度への影響力を

失うことを恐れた下院歳入委員会委員長ミルズが両院協議会にて同僚議員を説

得した結果、両院協議会で合意されることはなかった。メディケア反対勢力は

最後まで公的医療保険制度への抵抗を示したのである。

潮目が変わったのは、選挙におけるジョンソン大統領と民主党リベラル派の

地滑り的勝利を通じてであった。ジョンソン大統領はほとんどの州で共和党対

抗馬に勝利し、民主党議員が二対一以上の比率で下院を支配した結果、ジョン

ソン政権はメディケア法案を含めた公約「偉大な社会」の実現に圧倒的な推進

力を得たのである。これまで高齢者向け医療保険制度の実現に立ちはだかって
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きた下院歳入委員会でも、民主党リベラル派が共和党と南部民主党連合に対し

て多数を占めたのであった(Marmor 2000, 45)。

しかしながら、実際のメディケア・メディケイド成立の過程は政権担当者の

思惑通り進んだわけでは必ずしもなかった。当時の連邦議会には、ジョンソン

政権のメディケア法案、米国医師会の推進するエルダーケア法案、そして共和

党バイルンズ議員の案が提出されていた。議会工作を担当した保健教育福祉省

の担当者としては、入院費用やナーシングホーム費用を負担するものの医師の

施術料をカバーしない限定的な医療保険を通し、将来の公的医療保険拡大の橋

頭堡とすることを意図していたのであったが、長年、公的医療保険制度に反対

してきた米国医師会や共和党から適用範囲が限定的であるとして攻撃されたの

である。米国医師会案は基本的には既存のカー＝ミルズ法を拡大するものであ

った。一方、何らかの高齢者向け医療保険制度の設立が不可避の状況となった

ことを悟った共和党議員は、民主党が一方的にその業績を独占することを防ぐ

ため、医師施術料や薬剤費をもカバーする任意制の高齢者向け医療保険制度を

提起する。それがバイルンズ案であった(Marmor 2000, 46-8)。

実際の成案は、自分の管轄する法案では超党派の支持の獲得を基本とする下

院歳入委員長ミルズの選好を強く反映するものであった。それは、高齢者全体

に適用される入院保険と任意制の医療保険を統合したものであった。現在のメ

ディケア・パートＡとパートＢである。さらに、法案にはカー＝ミルズ法の適

用範囲を高齢困窮者のみから様々な類型の貧窮者に拡大する、後のメディケイ

ドも含められた。そして、新たなミルズ案は下院歳入委員会を通過し、下院を

315 対 115 の大差で可決されたのである。上院も下院案の骨子を追認し、両院

協議会を経て、社会保障法改正案は 1965 年 7 月に成立したのであった。

長期間党派的対立の焦点となってきたメディケアに比して、メディケイドは

政策担当者や利益団体からほとんど注目を集めることなく改正案に付与され、

社会保障法改正に含まれることとなった。実際、介護施設への給付を含めたメ

ディケイドに関しては議会でほとんど議論されることなく法案として成立した

というのが実情であった(Cohen 1985, 10)。高齢者向け公的医療保険を巡る政

治闘争はメディケアを巡って戦われたのであり、「ほとんど誰もメディケイドの

潜在力を予測していなかった」(Smith and Moore 2008, 48)のである。介護サ
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ービスへの受給権は医療保険立法の副産物として、誰も予期しない形で成立し

たのであった。

1960 年代の次に高齢者のケアに公衆の関心が集まるきっかけとなったのが、

1980代後半にレーガン政権が提案したメディケア高額医療保険法案(Medicare

Catastrophic Health Care Act: MCCA)であった。これはそれまで適用範囲外

であった高額医療費をメディケアにカバーさせる法案であったが、それ自身、

将来的には施設介護や在宅介護まで適用範囲が拡大される可能性を持った案で

あった。しかし、受益者内での「財政中立」という歳入・歳出構造と、長期介

護をカバーしないというプログラム構造の結果、高齢者の中に激しい反発を生

み、この法案は成立後すぐに廃案とされたのである。そして、慢性疾患や長期

介護への保障を求める声も次第に政治の表舞台からは退いていったのであった。

「小さな政府」を目指したレーガン政権の中でこのメディケア拡大案を推進

したのは、医師でありかつインディアナ州知事を二期務めた共和党政治家でも

あったオーティス・ボーウェンであった(Thompson 1990, 75)。ボーウェンは

以前から政権の社会保障諮問委員会などを通じてメディケアを自己負担額が膨

大となるケースや長期介護などに拡大する案を提言していたが、１９８５年に

レーガン大統領がボーウェンを保健福祉省長官に任命すると、ボーウェンの政

策案はレーガン政権の案として議会に提起されることとなった。レーガンの承

認を得たボーウェンは、メディケアを年二千ドルを越える医療費にも拡大する

案を提示したのである。この適用範囲の拡大のコストはメディケア被保険者全

てに一律月 4.92 ドルの保険料を新たに課すことで賄うとされ、財政的には中立

となる制度案であった。ただし、長期介護への適用はコストの問題から見送ら

れたのである(Himelfarb 1995, 21)。

ボーウェンの案がレーガン政権案として民主党主導の議会に提示されると、

法案は典型的な「クリスマスツリー法案」となった。適用範囲の狭さを批判し

た民主党議員らは、下院歳入委員会やエネルギー商業委員会での審議を通して

さまざまな給付を法案に追加していったのである。さらに、共和党に一方的に

業績を奪われることを恐れた下院議長ジム・ライトのイニシアティブで処方箋

薬のカバーまで付け加えられ、メディケア高額医療保険法案の予算規模はみる

みる拡大していったのであった。ボーウェンや大統領府は拒否権をチラつかせ
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て予算規模拡大を牽制したが、イラン・コントラ事件の渦中のレーガン政権に

は民主党の要求を突っぱねるだけのエネルギーはなかった(Congressional

Quarterly Almanac, 1987, p. 495)。

こうして、民主党議員の修正を経てメディケア高額医療保険法案は本会議採

決の手前までたどり着いたのだが、下院での長年の高齢者の利益代弁者であっ

たクロード・ペッパー下院議員がその事情を複雑にしたのであった。ペッパー

は下院議院運営委員長を務め、その権限によりメディケア高額医療保険法案の

審議を差し止めるという脅しを用いて、彼自身の案である「ホームケア法案」

を、委員会審議を迂回して、本会議の採決にかけることを下院議長に掛け合っ

たのである。彼のホームケア法案は、基本的には社会保険料の引き上げを財源

にメディケアを若年・高齢障害者を含めた要介護者全体の在宅介護サービスに

拡大しようという案であったが、下院議長ジム・ライトはペッパーとその同僚

に、一度ホームケア法案を取り下げることを条件に、ペッパーの案を本会議に

掛ける約束をし、折り合ったのであった(Congressional Quarterly Almanac,

1987, p. 496; Quadagno 2005, 176-7)。その結果、メディケア高額医療保険法

案は長期介護をカバーしないという非難を浴びながらも議会を通過することが

できたのである。

さて、メディケアを在宅介護に拡大するペッパーの法案は、結局、下院で否

決された。その要因としてはいくつかあるが、ペッパー案は米国医師会の支持

は取り付けていたものの、保険業界や財界の反発が強かったことが挙げられよ

う(Quadagno 2005, 176-7)。また、介護問題を管轄下に持つ二つの下院委員会

の委員長を敵に回したのも大きかった。下院歳入委員長のロステンコフスキー

議員とエネルギー商業委員長のディンゲル議員は、同じ民主党議員でありなが

らも法案が彼らの委員会の審議を経ないで本会議に掛けられることに反発し、

民主党の陣笠議員たちにペッパー案に反対するよう要請したのである。その結

果、ペッパーのホームケア法案は 169 対 243 の大差で否決されたのであった

(Congress Quarterly Almanac, 1988, p. 293-294)。

メディケア拡大を巡る 1980 年代後半の政治過程は、実は、メディケア高額

医療保険法案の成立とペッパー議員のホームケア法案の挫折で幕を閉じたわけ

ではない。メディケア高額医療保険法案は給付の拡大の財源を高齢者の支払う
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保険料の増加のみによって賄うとされていたため、給付範囲の大幅な拡大は当

然のことながら保険料の上昇として跳ね返ってきた。しかも、新たな給付の多

くは民間保険会社のメディギャップと呼ばれる医療保険でカバーされるものが

多く、メディギャップ保険に既に加入していた中・高所得高齢者にとっては二

重の負担となったのである。しかも、「社会保障とメディケアを守る国民委員会」

といった高齢者ロビー団体が本来は便益を受けるはずの低所得高齢者層にも

「保険料の大幅な増加となる」と訴え、高齢者の間での混乱を増大させた

(Quadagno 2005, 155)。新たに政権についたブッシュ大統領はそれほどメディ

ケア高額医療保険法案に関心を持たなかったため、法案撤回の可否は議会に委

ねられたが、選挙区内の高齢有権者の激しい反発を目にした議員らは 1989 年

11 月に法案の効力のほとんどを撤回したのである。

現代アメリカ政治史において高齢者介護の問題がこれほど真正面から取り上

げられ、公的プログラム案の拡大が法案として真剣に議論されたのは 1980 年

代後半の上記の事例が最初で最後であった。クリントン政権下での国民健康保

険法案でも介護への公的支援の拡大が議論されたが、国民健康保険案自体が共

和党や保険業界の激しい反対の前に挫折している。むしろ 1990 年代以降の政

策潮流は、介護に対して貧困層を越えて公的支援を広げる方向から、私的セク

ターの自助努力を支援するという方向に移行しているのである18。

ここまで述べてきた高齢者医療・介護政策のケースが明らかにしているよう

に、個人主義的競争が支配的な米国でも有権者全体にアピールする必要のある

大統領府や民主党執行部は国民健康保険や高齢者向け医療保険を推進するイン

センティブを持っていた。しかし、国民全体の支持よりも特定の有権者・利益

団体の支援に敏感にならざるをえない連邦議会議員は、分権的な委員会制度の

下、そうした医療・介護施策の拡大を押しとどめたのである。その結果、「歴史

の偶然」として成立したメディケイドの力もあり、「ナーシングホームで資産を

使い尽くした後、公的資金がオープンエンドな形で私的介護施設のケア費用を

賄う」という米国高齢者介護施策の特徴が確立していったのであった。

18例えば、共和党カッセバウム上院議員と民主党ケネディ上院議員が 1996 年に共同提案

した健康保険携帯責任法(Health Insurance Portability and Accountability Act: HIPAA)

や、クリントン大統領や G.W.ブッシュ大統領が提案した民間介護保険向け租税控除な

ど。
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６．結論

本稿は、先進工業諸国における高齢者向け介護施策の多様性というパズルを

念頭に、市民権とケアニーズに基づいてサービス給付が行われる普遍主義的ケ

ア政策が成立する政治的条件を探ってきた。分析枠組みとしては、再選・昇進・

政策を辞書的順序で選好する政治アクターを想定し、政党内競争と政党間競争

という二つのレベルの分析から、選挙制度と政党システムが形成するインセン

ティブ構造に着目する演繹的説明モデルを提示した。そして、スウェーデン、

日本、アメリカ合衆国における高齢者介護政策の政治過程の比較歴史分析を行

ってきた。

日本、米国、スウェーデンでは人種・民族・宗教といった社会的亀裂が政党

システムに変換されていないため政党システムの影響については結論づけられ

ないが19、選挙制度の影響は明らかといえよう。スウェーデンでは拘束名簿式

比例代表制により政党執行部に権限が集中し、長期の社会民主党一党優位もあ

いまって、有権者の過半に一元的にアピールする政策として高齢者介護サービ

スが発達した。日本では中選挙区制度が政権党の陣笠議員に特殊便益誘導のイ

ンセンティブを与え、野党に政党綱領・一般政策志向のインセンティブを与え

るといった「非対称的効果」を持ったため、55 年体制下の野党が政策過程に影

響力を持ったときのみ高齢者福祉サービスが制度的に拡大するという間歇的発

展をみせた。米国では、予備選付き小選挙区制度が連邦議会議員間の極めて個

人主義的競争を生みだし、個々の議員に自らの選挙区と支援団体に利益誘導す

るインセンティブを形成した。その結果、有権者全体に応答責任を負う大統領

府や政党執行部が普遍主義的社会政策を求めても、利益団体は分権的委員会制

度の下で容易にそうした政策案を止めることができ、高齢者介護施策の選別主

義的構造に手が加わることはなかったのである。

さて、本稿は高齢者介護施策の研究のみならず、比較福祉国家研究全体に対

して意義を持つと考えられる。まず、普遍主義的福祉国家についてはエスピン

－アンデルセンやボールドウィンが既に「階級連合」アプローチにより、労働

者階級と農民階級の連合形成が現金収入に乏しい農民層に配慮した一律給付型

19 日本の公明党については注１３参照。
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普遍主義型社会政策を生んだと論じている(Baldwin 1990; Esping-Andersen

1985)。確かに、「赤緑連合」が普遍主義的社会政策を政権にとって望ましい利

益配分のアプローチにした面を否定はしないが、日本を含めた東アジアに典型

を見るように、統治連合に農民階級が参加する例は必ずしも珍しくなく(cf.

Haggard and Kaufman 2008)、しかも普遍主義的社会政策で利益配分をしなく

てはいけない必然性はない。農業補助や公共事業といった個別の利益誘導で再

分配できるからである。労働者階級と農民階級への利益配分を普遍主義的政策

で行った社会民主党の背景として、政党執行部への集権化を促進する選挙制度

の影響を考える必要があろう。

最後に、本稿の枠組みはリンチの提起した「福祉国家の年齢バイアス」論に

貢献することができると考えられる(cf. Lynch 2006)。リンチが示したように、

先進工業諸国のなかには、高齢者に財政支出を集中させる福祉国家もあれば、

非高齢者（児童・若年層・女性など）への社会保障支出もバランスさせる福祉

国家もある。そして、この高齢者対非高齢者の支出割合の各国間のちらばりは、

近代化論や権力資源動員論が予測する類型に一致しない。リンチはプログラム

型政治競争が市民権に基づく普遍主義的給付を生み世代間でバランスの取れた

給付システムを形成したが、個別利益誘導型の政治競争が職域社会保険中心の

福祉国家を生み、その結果高齢者層に偏った給付システムを形成したと論じて

いる。本稿の枠組みは、リンチの分析を否定するものではなく、なぜプログラ

ム型競争と個別利益誘導型競争という政治競争の形態に違いが生じるのかとい

う問いに選挙制度と政党システムの観点からアプローチし、リンチの研究課題

により一歩深いレベルから答えることができると考えられる。
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